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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第56期

第3四半期累計期間
第57期

第3四半期累計期間
第56期

会計期間
自 平成24年 4月 1日
至 平成24年12月31日

自 平成25年 4月 1日
至 平成25年12月31日

自 平成24年 4月 1日
至 平成25年 3月31日

売上高 (千円) 11,454,354 11,904,315 15,385,185

経常利益 (千円) 1,033,795 696,589 1,346,482

四半期(当期)純利益 (千円) 636,393 430,753 825,705

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 2,453,000 2,453,000 2,453,000

発行済株式総数 (株) 17,446,000 17,446,000 17,446,000

純資産額 (千円) 14,295,345 14,741,267 14,484,657

総資産額 (千円) 18,041,227 18,742,387 18,708,748

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 36.55 24.74 47.42

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) 5 5 10

自己資本比率 (％) 79.2 78.7 77.4
 

　

回次
第56期
第3四半期
会計期間

第57期
第3四半期
会計期間

会計期間
自 平成24年10月 1日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月 1日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 10.86 8.12
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。　

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の

内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　業績の状況

当第3四半期累計期間におけるわが国経済は、政府主導による経済政策や金融政策が好感されたことか

ら、円安・株価の上昇を背景に企業収益が改善する等、徐々に景気回復の兆しが見られました。しかし、

中国や新興国の成長鈍化懸念に加え、消費税増税に伴う消費マインドの減退が懸念されるなど、引き続き

不透明な状況で推移いたしております。　

 当社の属する普通鋼電炉業界におきましては、国内の建築・土木需要は堅調に推移しましたが、建設資

材の入手困難や人手不足により建設工事が遅れる問題が顕在化し、また、大幅な電気料金の値上げや燃料

費用等のエネルギーコスト負担の増加を余儀なくされると同時に、国内スクラップの高値推移と円安に

伴って高止まりしている電気料金により鋼片の輸出を縮小せざるをえず、依然として厳しい経営環境とな

りました。

　こうした状況のもと当社では、コスト競争力の強化のみならず、顧客重視のきめ細かな配送の実施を

し、市場動向を慎重に見極めながら、製品販売価格の引上げに注力してまいりました。

　当社といたしましては、今後本格化してくる震災復興関連需要や経済対策により鋼材需要が堅調に推移

すると予想されるため、引き続き需要に見合った生産と製品販売価格の値戻しに努めるとともに、安全で

高品質な製品提供をしてまいります。またさらに徹底したコスト削減と付加価値創造による拡販策を社員

一丸となって取り組んでいき、さらなる業績の向上に邁進する所存であります。

　当第3四半期の業績は以下の通りです。　

　①売上高

 製品販売は緩やかな回復基調の中、消費税増税の影響から駆け込み需要もあり、山形鋼の出荷数量

は増加し、販売価格の値上げが出来たことから、売上高は前年同期間比449百万円増加（3.9％）し

11,904百万円となりました。

　
　②営業利益

 割安な深夜電力を利用した夜間操業を徹底し、様々な管理費削減を継続的に行いましたが、鉄スク
ラップ価格の高騰及び電気料金値上げ等によるエネルギーコスト上昇により、営業利益は前年同期間
比345百万円減少（△34.9％）し645百万円となりました。

　

③経常利益

 上記営業利益の減少により、前年同期間比337百万円減少（△32.6％）し696百万円となりました。

　

④四半期純利益

 法人税等を差し引いた結果、前年同期間比205百万円減少（△32.3％）し430百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

　
（資産）

 流動資産は、前事業年度末に比べ335百万円増加（3.9％）し8,896百万円となりました。これは、鋼

材出荷数量が好調だったことによる売掛金の増加と鉄スクラップ価格の高騰に伴い、棚卸資産が増加

したことによるものであります。

 固定資産は、新事務所棟の完工による建物及び構築物の増加があったものの、減価償却費相当分の

512百万円を差し引いた結果、前事業年度末に比べ301百万円減少（△3.0％）し9,845百万円となりま

した。

 これにより、総資産は前事業年度末に比べ33百万円増加（0.2％）し18,742百万円となりまし

た。　　　　　　

　
（負債）

 流動負債は、前事業年度末に比べ374百万円減少（△14.2％）し2,257百万円となりました。これ

は、設備投資等の決済に伴う未払金の減少と、鋼片輸出の採算悪化により、12月に粗鋼減産を実施し

たことによる仕入債務の減少と、法人税等の納税によるものです。

 固定負債につきましては、新事務所棟の設備資金調達を行ったことにより長期借入金が増加し、前

事業年度末に比べ151百万円増加（9.5％）し1,743百万円となりました。

 この結果、負債合計は前事業年度末に比べ222百万円減少（△5.3％）し4,001百万円となりまし

た。　

　
（純資産）

 純資産合計は、前事業年度末に比べ256百万円増加（1.8％）し14,741百万円となりました。これ

は、純利益計上により利益剰余金が256百万円増加したことによるものです。
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(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　

　株式会社の支配に関する基本方針について

 

　当社は、平成24年6月27日に開催された定時株主総会において、会社法施行規則第118条第3号に定める

「株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」を、以下のとおり継続

することを定めました。

 

　Ⅰ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

 

　当社は、我が国の貴重な資源である、鉄スクラップを主原料に、製鋼・圧延により鋼材を製造する、電

気炉一貫メーカーとして、大正7年の創業以来、常に業界の先駆者の誇りを持って、独自の技術と品質を

追求してまいりました。

 当社は「鉄資源のリサイクル・システムを通じて、生活、文化の発展に貢献する」を企業理念としてお

り、その実現には「高品質の追求」「社会への貢献」「信頼関係の構築」が重要と考えております。この

ような理念の下、当社は品質の国際規格であるＩＳＯ９００１、環境の国際規格であるＩＳＯ１４００１

の認証を取得し、中・小形山形鋼専業メーカーとして事業展開の方向性を定め、環境保全に努めると共に

販売に全力を挙げるなど、独自の経営戦略を進めております。

当社の属する普通鋼電炉業界は、鉄スクラップ、副原料等の原料市況をはじめ、製品市況の乱高下の激

しい業界であります。当業界は潜在的に供給能力が需要量を上回る傾向にあり、さらに海外要因も加わ

り、原料、製品価格の変動に加え電力事情により業績が大きく変化する可能性があります。

　当社としましては、このような状況のもと、需要に見合った生産の継続に努め、購買品の有利な調達を

はじめとした一層のコスト削減を図るとともに、メタルスプレッドの改善に注力しております。さらに、

品質の向上、安全第一を追及しながら、顧客の信頼と満足を得て、販売基盤の強化と業績のさらなる向上

及び財務の健全化を図り、お客様、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーとの適切な関係を維

持、発展させていくことに配慮した経営を行うことによって、株主の皆様にとっての中長期的な価値を最

大化することを目指していく必要があると考えております。

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、上述の当社の経営方針や事業特性、当社を

取り巻く経営環境、各ステークホルダーとの関係等といった当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業

価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると

考えております。

　他方、このような当社の企業価値・株主共同の利益を毀損することとなる者は、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

　

 Ⅱ． 当社基本方針の実現に資する取組みについて

 

　当社を取り巻く厳しい経営環境の中、製鋼・圧延の生産設備の充実と効率的操業によりコストダウンを

図るとともに、高い品質ときめ細かなデリバリーサービスで、お客様にご満足戴けるよう、全社的な活動

を積極的に推進しております。

　平成21年3月期以降原料スクラップの高騰や原油価格の上昇による電力、副資材等の価格上昇やリーマ

ンショック、東日本大震災等経済的に混乱した時期もありましたが、連続10期に亘り黒字継続するに至っ

ております。
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　また、この間平成18年3月期に復配をし、以後安定した株主配当を実施いたしております。

　なお、当社の属する電炉業界は、鉄スクラップ、副原料等の市況をはじめ、製品市況の影響を受けやす

くさらに、近年は海外市況要因も加わり当社の各年度の業績変動は激しくなっておりますが、売上高経常

利益率については、平成18年3月期21.4%をピークに変動はあるものの、業界の中にあっては常に上位を占

めております。

　当社としましては、今後につきましても、特に主力の中・小形山形鋼及び半製品である鋼片の生産・販

売とともに、新製品の開拓、ユーザーニーズの掘り起こし、小口配送、加工事業の構築などを通じた拡販

に注力してまいります。このような活動を通じ最適生産量を追求しながらコストダウンに努め、更に利益

体質を強化してまいります。

　また、安全・環境、法令順守、透明度の高い経営を優先して実行し、コスト競争力の強化、高付加価値

製品へのシフト、社員能力の向上、技術の改善・伝承に挑戦することで、企業価値・株主共同の利益を確

保、向上させていく所存であります。

 

 

Ⅲ．本方針の内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支

　　　配されることを防止するための取組み）

　　

　１． 本方針継続の目的

 

　当社は、Ⅰ．で述べたとおり、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営方針や事

業特性、当社を取り巻く経営環境、各ステークホルダーとの関係等といった当社の企業価値の源泉を理解

し、当社が企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者であ

る必要があり、他方、そのような企業価値・株主共同の利益を毀損することとなる者は、当社の財務及び

事業の方針の決定を支配する者としてふさわしくないと考えております。

　しかしながら、当社は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、大規模な買付行為がなさ

れる場合、それを行った買付者が財務及び事業の方針の決定を支配する者としてふさわしいか否かを含

め、当該買付行為に応じるか否かは、最終的には、株主の皆様の判断に委ねられるべきものと考えます。

そして、株主の皆様に当該買付行為に応じるか否かを適切に判断していただくためには、株主の皆様に対

し、適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠であると考えます。たとえば、当該買付行為が当社に

与える影響や、当社の従業員、取引先、顧客等のステークホルダーとの関係についての方針を含む、当該

買付者の当社経営への参画時における経営方針、事業計画等の内容等の情報は、株主の皆様が買付けに応

じるか否かを検討する際の重要な判断材料となりますし、また、当社取締役会が当該買付行為についての

意見を開示し、また、必要に応じ代替案を提示することにより、株主の皆様は、双方の方針、意見等を比

較考量することで、当該買付行為に応じるか否かを適切に判断することが可能になります。

　当社は、このような基本的な考え方に立ち、会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって

当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、特定株主グループ

（注1）の議決権割合（注2）を25％以上とすることを目的とする当社株式の買付行為、又は結果として特

定株主グループの議決権割合が25％以上となる当社株式の買付行為（いずれについてもあらかじめ当社取

締役会が同意したものを除きます。以下、このような買付行為を「大規模買付行為」、大規模買付行為を

行う者を「大規模買付者」といいます。）が行われる場合には、当社株式の大規模買付行為に関するルー

ル（以下、「大規模買付ルール」といいます。）を設定し、大規模買付者に対して大規模買付ルールの遵

守を求めるとともに、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会として一定
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の措置を講じることとしました。

 

注１：特定株主グループとは、（ⅰ）当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第1項に規定する株券等

をいいます。）の保有者（同法第27条の23第1項に規定する保有者をいい、同条第3項に基づき保有

者に含まれる者を含みます。）及びその共同保有者（同法第27条の23第5項に規定する共同保有者を

いい、同条第6項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。）、又は（ⅱ）当社の株券等（同

法第27条の2第1項に規定する株券等をいいます。）の買付け等（同法第27条の2第1項に規定する買

付け等をいい、取引所金融商品市場において行われるものを含みます。）を行う者及びその特別関

係者（同法第27条の2第7項に規定する特別関係者をいいます。）を意味します。

 

注２：議決権割合とは、（ⅰ）特定株主グループが、注1の（ⅰ）の記載に該当する場合は、当社の株券

等の保有者の株券等保有割合（金融商品取引法第27条の23第4項に規定する株券等保有割合をいいま

す。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等

の数をいいます。）も計算上考慮されるものとします。）、又は（ⅱ）特定株主グループが、注1の

（ⅱ）の記載に該当する場合は、当社の株券等の買付け等を行う者及びその特別関係者の株券等所

有割合（同法第27条の2第8項に規定する株券等所有割合をいいます。）の合計をいいます。議決権

割合の算出に当たっては、総議決権（同法第27条の2第8項に規定するものをいいます。）及び発行

済株式の総数（同法第27条の23第4項に規定するものをいいます。）は、有価証券報告書、四半期報

告書及び自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することができるものとしま

す。

 

 

 ２． 独立委員会の設置

 

　本方針を適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止するため、取締役会から

独立した機関として、独立委員会を設置します。独立委員会の委員は3名以上とし、公正で中立な判断を

担保するため、当社経営陣から独立している社外取締役、社外監査役及び社外有識者（注3）の中から選

任します。独立委員会の概要は資料1に記載のとおりです。また、本方針継続時の独立委員会の委員の氏

名及び略歴は資料2に記載のとおりです。なお、独立委員会委員3名のうち1名は、金融商品取引所に届け

出た独立役員であり、また、もう2名に関しても当社と特別の利害関係を有しておらず、いずれの委員も

独立性が高い上に当社株主の皆様と利益相反が生じるおそれもありません。

　独立委員会は、取締役会から諮問を受けた事項について審議、決議し、その内容に基づいて、取締役会

に対し勧告を行うほか、必要に応じて、当社の費用で、当社経営陣から独立した第三者（財務アドバイ

ザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得たり、大規模買付者、

当社経営陣、当社の取引先、従業員等から必要な情報を収集したりすることがあります。

 

注３：社外有識者とは、経営経験豊富な企業経営者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士、

会社法等を主たる研究対象とする学識経験者、又はこれらに準ずる者を意味します。

　

３． 大規模買付ルールの内容

 

　当社が設定する大規模買付ルールとは、①大規模買付者から当社取締役会に対して、大規模買付行為に
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先立ち、株主の皆様の判断及び当社取締役会としての意見形成のために十分な情報（以下、「大規模買付

情報」といいます。）が提供されなければならず、②大規模買付行為は、大規模買付情報が提供された後

に設定される当社取締役会による一定の評価期間が経過した後にのみ開始されるというものです。

　具体的には、大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合、まず、大規模買付ルールに従う旨の

意向表明書をご提出いただくこととします。意向表明書には、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、

代表者の氏名、国内連絡先及び提案する大規模買付行為の概要を当社所定の書式にて日本語で明示してい

ただきます。

　次に、当社は、大規模買付者に対し、この意向表明書の受領後10営業日以内に、大規模買付情報のリス

トを交付します。具体的に提供していただく大規模買付情報の内容は、大規模買付者の属性、大規模買付

行為の内容等によって異なりますが、一般的な項目の一部は以下のとおりです。

① 大規模買付者及びそのグループの概要

② 大規模買付行為の目的、方法及び内容

③ 買付対価の算定根拠及び買付資金の裏付け

④ 大規模買付行為後の経営方針、事業計画、資本政策等

⑤ 大規模買付行為後における当社の従業員、取引先、顧客等を含む重要なステークホルダーについて

の基本方針

なお、当社取締役会は、弁護士、財務アドバイザーなどの外部専門家や監査役の意見を参考に、当初提

供していただいた情報だけでは必要な大規模買付情報として不足していると考える場合、独立委員会に諮

問し、その勧告を最大限尊重した上で、大規模買付者に対し、十分な大規模買付情報が揃うまで追加的に

大規模買付情報の提供を求めることがあります。当社は、大規模買付情報が提供された事実及びその内容

が株主の皆様の判断のために必要であると認める場合、適切と判断する時点で、その全部又は一部を開示

します。

　次に、当社取締役会は、大規模買付情報の提供が完了した後、60日間（買付対価を現金（円貨）のみと

し、当社の株式の全てを対象とする公開買付けの場合）又は90日間（それ以外の大規模買付行為の場合）

を、当社取締役会による評価、検討、意見形成、代替案検討等のための期間（以下、「取締役会評価期

間」といいます。）として設定します。したがって、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にの

み開始されるものとします。この期間中、当社取締役会は、弁護士、財務アドバイザーなどの外部専門家

の意見も参考にした上で、提供された大規模買付情報を十分に評価、検討し、大規模買付行為に関する取

締役会としての意見を慎重にとりまとめ、公表します。また、必要に応じ、株主の皆様に対し、取締役会

としての代替案を提示することもあります。
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　４． 大規模買付行為がなされた場合の対応方針

 

　(1) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合

　

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守せずに大規模買付行為を行った場合、当社取締役会は、株主共

同の利益の保護を目的として、弁護士、財務アドバイザーなどの外部専門家や監査役の意見を参考にした

上で、新株予約権の無償割当て等、会社法その他の法律及び当社定款が取締役会の権限として認める措置

をとり、大規模買付行為に対抗することがあります。大規模買付ルールの遵守の有無、対抗措置を発動す

ることの適否及び対抗措置の具体的内容は、独立委員会に諮問の上、その勧告を最大限尊重して、当社取

締役会が決定します。

　具体的な対抗措置については、その時点で必要かつ相当と認められるものを選択することとなります。

具体的対抗措置として新株予約権を用いる場合の概要は、資料3記載のとおりとします。なお、対抗措置

として新株予約権の無償割当てを実施する場合や新株予約権を発行する場合には、大規模買付者を含む特

定株主グループに属する者に行使を認めないことを新株予約権の行使条件とするなど、対抗措置としての

効果を勘案した行使期間、行使条件、取得条項、取得条件等を設けることがあります。

　大規模買付ルールが遵守されなかった場合の対抗措置は、株主共同の利益を保護するための相当かつ適

切な対応であると考えておりますが、他方、このような対抗措置により、結果的に、大規模買付ルールを

遵守しない大規模買付者に経済的損害を含む何らかの不利益を発生させる可能性があります。したがっ

て、大規模買付ルールを無視して大規模買付行為を開始することのないようにあらかじめ注意を喚起いた

します。

 

 

　(2) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

 

　大規模買付ルールは、当社の経営に影響力を持ち得る規模の当社株式の買付行為が行われる場合に、株

主の皆様に対し、あらかじめ、そのような買付行為に応じるか否かの判断のために必要となる大規模買付

行為に関する情報や現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、さらには必要に応じて取

締役会による代替案の提示を受ける機会を保証することを目的とするものです。したがって、大規模買付

ルールが遵守されている場合、原則として、当社取締役会の判断のみで大規模買付行為を阻止するために

対抗措置をとるようなことは行わず、大規模買付行為に応じるかどうかは、大規模買付情報や当社取締役

会が提示する意見、代替案等をご検討の上、株主の皆様においてご判断いただくことになります。

　しかしながら、例外的に、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守していても、当社取締役会は、弁護

士、財務アドバイザーなどの外部専門家や監査役の意見を参考に、大規模買付行為が当社に回復しがたい

損害をもたらすか、又は株主共同の利益を著しく損なうと判断した場合、株主共同の利益を保護するた

め、独立委員会に諮問し、その勧告を最大限尊重した上で、(1)で述べた対抗措置をとることがありま

す。この場合、当社取締役会は、適時適切な開示を行います。具体的には、大規模買付行為が以下の類型

に該当すると認められる場合、大規模買付行為が当社に回復しがたい損害をもたらすか、又は株主共同の

利益を著しく損なう場合に該当するものと考えます。

 

 

（ⅰ）大規模買付行為が次のいずれかに該当する場合

① 株式を買い占め、その株式について当社又は当社関係者に対して高値で買取りを要求する行為
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② 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等当社の犠牲の下に大規模

買付者の利益を実現する経営を行うような行為

③ 当社の資産を大規模買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為

④ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処

分利益をもって一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会をねらって高値

で売り抜ける行為

（ⅱ）強圧的二段階買収（最初の買付で全株式の買付けを勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利

に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付けを行うことをいいます。）など株

主に株式の売却を事実上強要するおそれがある買付けを行う場合

なお、上記対抗措置の発動の判断に際し、当社取締役会は、企業価値・株主共同の利益の保護の観点か

ら適切であると判断した場合には、株主総会の承認を得ることができるものとします。

 

 

 Ⅳ． 本方針の有効期間、廃止及び変更

 

　本方針の有効期限はさらに3年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結

の時まで延長されるものとします。また、本方針の有効期間中であっても、株主総会又は取締役会の決議

により本方針を廃止することができるものとします。これらの場合には、その旨速やかに開示します。な

お、当社の取締役の任期は１年であり、本方針は、１年ごとの株主総会における取締役の入替えを通じて

も、廃止することが可能です。

　当社は、企業価値・株主共同の利益向上の観点から、関係法令の変更や、関係金融商品取引所が定める

上場制度等の変更等を踏まえ、本方針の見直しを随時行い、取締役会の決議により、本定時株主総会でご

承認いただいた株主の皆様のご意思に反しない限度で、本方針を変更することもあります。これらの場合

には、その変更・修正内容を速やかに開示します。
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Ⅴ．本方針の合理性

 

　１.買収防衛策に関する指針の要件等を完全に充足していること

 

　本方針は、経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を完全に充足しています。また、株式会社大阪

証券取引所の「企業行動規範に関する規則」第11条において規定されている買収防衛策導入にかかる尊重

事項（開示の十分性、透明性、流通市場への影響、株主の権利の尊重）を完全に充足しています。

 

２. 株主共同の利益の確保及び向上に資すること

 

　本方針により、株主の皆様は、大規模買付行為に応じるか否かを適切に判断できるようになり、その結

果、株主としての利益を確保し、向上させることができます。このように、本方針は、株主の皆様の共同

の利益の確保及び向上に資するものといえます。

 

 

３. 株主意思が反映されていること

 

　本方針を本定時株主総会後も継続することについての株主の皆様のご意思を確認させていただくため、

本定時株主総会において本方針の継続の承認を議案として上程し、株主の皆様のご承認を得ることができ

ない場合には本方針は継続されず、その時点で終了することになります。また、本方針は、有効期間中で

あっても、株主総会又は取締役会の決議により廃止することが可能です。このように、本方針には、株主

の皆様のご意思が十分に反映されることとなっております。

　 

 

４. 取締役の地位の維持を目的とするものではないこと

 

　本方針は、当社取締役会が対抗措置を発動する客観的要件を事前かつ明確に開示しており、当社取締役

会による対抗措置の発動は、そのような要件に従ってのみ行われます。また、本方針上、対抗措置を発動

する場合など、本方針の運用における重要な局面において、取締役会は、独立委員会に諮問し、その勧告

を最大限尊重するものとされております。このように、本方針は、取締役会による恣意的な判断を許すも

のではなく、取締役の地位の維持を目的とするものではありません。

 

 

５．デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと

 

　本方針は、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によりいつでも廃止することがで

きるものとされており、大規模買付者は、自己の指名する取締役を当社株主総会で選任し、かかる取締役

で構成される取締役会により、本方針を廃止することが可能です。したがって、本方針は、デッドハンド

型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではあ

りません。

 また、本方針はスローハンド型買収防衛策（取締役の交替を一度に行うことができないため、その発動

を阻止するのに時間がかかる買収防衛策）でもありません。
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Ⅵ．株主及び投資家の皆様への影響

 

　１．本方針の継続が株主及び投資家に与える影響等

　

　本方針は、当社株主の皆様が、十分な情報のもとで、大規模買付行為に応じるか否かについて適切に判

断するための環境を整えることを目的として、大規模買付者が大規模買付行為を行うにあたって遵守すべ

きルールを定めたものにすぎず、本方針の継続により、株主及び投資家の皆様の法的権利又は経済的利益

に影響を及ぼすことは想定しておりません。

 

　２．対抗措置発動時に株主及び投資家に与える影響等

 

　対抗措置の発動によって、当社株主の皆様（大規模買付者を除きます。）の法的権利又は経済的利益に

影響を及ぼすことは想定しておりません。ただ、対抗措置として新株予約権の発行を行う場合には、所定

の期間内に申込みをしていただくことが必要となります。また、新株予約権を行使して株式を取得するた

めには、所定の期間内に一定の金額の払込みを完了していただく必要があります。ただし、当社が新株予

約権を当社株式と引換えに取得できる旨の取得条項に従い新株予約権の取得を行う場合には、取締役会が

当該取得の対象とした新株予約権を保有する株主の皆様は、金銭の払込みを要することなく、当社による

新株予約権取得の対価として、当社株式の交付を受けることができます。なお、新株予約権の無償割当て

又は発行に関しては、取締役会で別途定めて公告する基準日における最終の株主名簿に記録された株主に

対し、その所有株式数に応じて権利が付与されますので、当該基準日の最終の株主名簿に記載又は記録さ

れる必要があります。これらの手続その他当社株主の皆様がとる必要のある手続の詳細につきましては、

実際に新株予約権を割り当てることとなった際に、法令及び金融商品取引所規則に基づき別途お知らせい

たします。

　なお、いったん新株予約権の無償割当て又は発行を決議した場合であっても、当社は、新株予約権の無

償割当て若しくは発行を中止し、又は新株予約権を無償にて取得する場合があります。これらの場合に

は、1株あたりの株式の価値の希釈化は生じませんので、当社株式の価値の希釈化が生じることを前提に

して売買を行った投資家の方は、株価の変動により損害を被るおそれがあります。

　

EDINET提出書類

東京鋼鐵株式会社(E01263)

四半期報告書

12/28



　

資料１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　独立委員会の概要

 

　
　 １．構成

　独立委員会は、取締役会から委嘱を受けた社外取締役、社外監査役及び社外有識者から構成される

ものとし、その委員となるためには、当社経営陣から独立した地位を有することを要する。独立委員

会の委員は、3名以上とし、取締役会の決議により選任するものとする。

　
　 ２．決議要件

　独立委員会の決議は、独立委員会の委員の過半数が出席し、その過半数をもってこれを行うものと

する。

　
　 ３．勧告事項

　独立委員会は、以下の各号に掲げる事項について取締役会から諮問を受けた場合、当該各事項を検

討、審議の上決定し、その決定内容をその理由とともに取締役会に勧告するものとする。なお、独立

委員会の各委員は、これらの決定にあたっては、株主共同の利益に資するか否かの観点からのみ行う

ものとし、専ら自らまたは当社経営陣の利益を図ることを目的としてはならない。

(1)大規模買付者に対して追加して大規模買付情報の提供を求めることの適否並びに追加して提供を

求める大規模買付情報の種類及び範囲

(2)大規模買付者による大規模買付ルールの遵守の有無

(3)対抗措置を発動することの適否

(4)対抗措置の内容

(5)前各号に掲げるもののほか、取締役会が独立委員会の勧告を受けるべきであると判断した事項

　
　４．その他

(1)独立委員会は、当社の費用において、独立した第三者（財務アドバイザー、公認会計士、弁護

士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得ることができる。

(2)独立委員会は、必要な情報を収集するため、大規模買付者、当社経営陣、当社の取引先、従業員

その他独立委員会が必要と認める者に説明を求めることができる。
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資料２

　　　　　　　　　　　　　独立委員会委員の氏名及び略歴

 

　
田淵　智久

〔略歴〕

昭和59年 弁護士登録

平成19年 末吉綜合法律事務所（現　潮見坂綜合法律事務所）開設

平成19年　当社独立委員会委員（現任）

※　同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

 

 

　
佐藤　明夫

〔略歴〕

平成 9年　弁護士登録

平成15年　佐藤総合法律事務所開設

平成17年　駿河台大学大学院法務研究科（法科大学院）兼任講師（現任）

平成17年　株式会社アミューズ社外監査役（現任）

平成19年　ＧＭＯホスティング＆セキュリティ株式会社

         (現　ＧＭＯクラウド株式会社)社外監査役（現任）

平成19年　当社独立委員会委員（現任）

平成19年　インフォテリア株式会社社外監査役（現任）

平成20年　株式会社ポーラ・オルビスホールディングス社外監査役

        （現任）

平成20年　丸八証券株式会社社外取締役

平成20年　ＧＭＯペイメントゲートウェイ株式会社社外取締役（現任）

※　同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

 

 

宇津木　修

〔略歴〕

昭和53年　公認会計士登録

昭和57年　公認会計士宇津木修事務所開設

昭和58年　当社常勤監査役

平成元年　当社監査役（現任）

平成19年　当社独立委員会委員（現任）

※ 同氏は会社法第2条第16号に定める社外監査役です。なお、同氏は金融商品取引所へ独立役員と

して届け出ております。同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
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資料３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　新株予約権の概要

 

　
１．新株予約権付与の対象となる株主及びその割当条件

　取締役会で定める基準日における最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、その所有株式

（ただし、当社の有する当社普通株式を除く。）1株につき1個の割合で新株予約権を割り当てる。な

お、株主に新株予約権の割当てを受ける権利を与えて募集新株予約権を引き受ける者の募集を行う場

合と、新株予約権の無償割当てを行う場合とがある。

　
２．新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とする。新株予約権1個あたりの目的である株

式の数は1株とする。ただし、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、所要の調整を行うものと

する。

　
３．発行又は無償割当ての対象となる新株予約権の総数

　発行又は無償割当ての対象となる新株予約権の総数は、取締役会が別途定める数とする。取締役会

は、複数回にわたり新株予約権の割当てを行うことがある。

　
４．各新株予約権の払込金額

　無償とする。

　
５．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は1円以上で取締役会が定める額とする。

　
６．新株予約権の譲渡制限

　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要することとする。

　
７．新株予約権の行使条件

　大規模買付者を含む特定株主グループに属する者（当社の株式を取得又は保有することが当社株主

共同の利益に反しないと当社取締役会が認めたものを除く。）等に行使を認めないこと等を新株予約

権行使の条件として定めることがある。詳細については、当社取締役会において別途定めるものとす

る。

　
８．新株予約権の行使期間等

　新株予約権の行使期間、取得条件その他必要な事項については、取締役会にて別途定めるものとす

る。なお、上記７．の行使条件のため新株予約権の行使が認められない者以外の者が有する新株予約

権を当社が取得し、新株予約権1個につき1株を交付することができる旨の条項を定めることがある。
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資料４

　　　　　　　　　　　　　　大規模買付ルールの流れ
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(4) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は7百万円であります。

なお、当第３四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 55,400,000

計 55,400,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第3四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年2月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,446,000 同左
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株であります。

計 17,446,000 同左 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年10月 1日～
平成25年12月31日

― 17,446,000 ― 2,453,000 ― 981,690

 

　

(6) 【大株主の状況】

　  当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年9月30日）に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

   平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　　32,700

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式17,412,800 174,128 ―

単元未満株式 普通株式　　  500 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 17,446,000 ― ―

総株主の議決権 ― 174,128 ―
 

　

② 【自己株式等】

  平成25年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東京鋼鐵株式会社

東京都千代田区内神田一
丁目17番9号

32,700 ― 32,700 0.19

計 ― 32,700 ― 32,700 0.19
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成25年10月1日か

ら平成25年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成25年4月1日から平成25年12月31日まで)に係る四

半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２

項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目か

らみて、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げな

い程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準       0.23％

売上高基準     0.02％

利益基準       2.84％

利益剰余金基準 1.10％

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成25年3月31日)

当第３四半期会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 148,225 112,962

受取手形及び売掛金 3,370,878 4,027,897

商品及び製品 938,722 1,349,892

原材料及び貯蔵品 549,164 710,415

預け金 3,460,000 2,565,000

その他 94,566 130,811

流動資産合計 8,561,557 8,896,980

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,021,143 1,265,077

機械装置及び運搬具（純額） 3,600,173 3,318,110

土地 4,539,330 4,539,330

その他（純額） 623,899 431,962

有形固定資産合計 9,784,546 9,554,480

無形固定資産 86,486 66,451

投資その他の資産 276,158 224,474

固定資産合計 10,147,191 9,845,406

資産合計 18,708,748 18,742,387

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,157,642 994,084

短期借入金 85,000 120,004

未払法人税等 181,179 39,867

賞与引当金 162,262 121,028

引当金 33,450 33,450

その他 1,012,328 949,064

流動負債合計 2,631,862 2,257,498

固定負債

長期借入金 100,000 271,661

引当金 107,603 107,603

その他 1,384,625 1,364,357

固定負債合計 1,592,228 1,743,621

負債合計 4,224,091 4,001,119

純資産の部

株主資本

資本金 2,453,000 2,453,000

資本剰余金 981,690 981,690

利益剰余金 8,657,835 8,914,456

自己株式 △13,165 △13,175

株主資本合計 12,079,360 12,335,971

評価・換算差額等

土地再評価差額金 2,405,296 2,405,296

評価・換算差額等合計 2,405,296 2,405,296

純資産合計 14,484,657 14,741,267

負債純資産合計 18,708,748 18,742,387
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成24年4月1日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年4月1日
　至 平成25年12月31日)

売上高 11,454,354 11,904,315

売上原価 9,611,327 10,439,721

売上総利益 1,843,027 1,464,593

販売費及び一般管理費 851,823 818,985

営業利益 991,203 645,607

営業外収益

受取利息 6,107 3,531

仕入割引 24,766 30,469

その他 19,175 19,441

営業外収益合計 50,050 53,442

営業外費用

支払利息 1,681 1,876

売上割引 382 550

その他 5,395 33

営業外費用合計 7,458 2,461

経常利益 1,033,795 696,589

特別利益

固定資産売却益 10,419 398

特別利益合計 10,419 398

特別損失

固定資産除却損 7,720 2,121

特別損失合計 7,720 2,121

税引前四半期純利益 1,036,494 694,866

法人税等 400,101 264,113

四半期純利益 636,393 430,753
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

　

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　

 
当第３四半期累計期間

(自 平成25年4月1日 至 平成25年12月31日)

税金費用の計算 当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実

効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
 

　

(四半期貸借対照表関係)

該当事項はありません。

　

(四半期損益計算書関係)

該当事項はありません。

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
( 自 平成24年 4月 1日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
　( 自 平成25年 4月 1日
　 至 平成25年12月31日)

減価償却費 529,427千円 512,766千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成24年4月1日 至 平成24年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年6月27日
定時株主総会

普通株式 87,067 5.00 平成24年3月31日 平成24年6月28日 利益剰余金

平成24年11月5日
取締役会

普通株式 87,066 5.00 平成24年9月30日 平成24年12月5日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第３四半期累計期間(自 平成25年4月1日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年6月26日
定時株主総会

普通株式 87,066 5.00 平成25年3月31日 平成25年6月27日 利益剰余金

平成25年11月6日
取締役会

普通株式 87,066 5.00 平成25年9月30日 平成25年12月5日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間(自 平成24年4月1日 至 平成24年12月31日)及び当第３四半期累計期間

（自 平成25年4月1日 至 平成25年12月31日）

当社は、鉄鋼事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成24年 4月 1日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年 4月 1日
至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 36円55銭 24円74銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 636,393 430,753

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 636,393 430,753

普通株式の期中平均株式数(千株) 17,413 17,413
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第57期（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）中間配当について、平成25年11月6日開催の取締役

会において、平成25年9月30日の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、次

のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

　①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 87,066千円

　②1株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5円

　③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　 平成25年12月5日

　

EDINET提出書類

東京鋼鐵株式会社(E01263)

四半期報告書

26/28



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   吉　澤　　祥　次　　   印

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   千　足　　幸　男　　   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年2月10日

東京鋼鐵株式会社

取締役会  御中

 

　

 

　
 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

京鋼鐵株式会社の平成25年4月1日から平成26年3月31日までの第57期事業年度の第３四半期会計期間(平成25

年10月1日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成25年4月1日から平成25年12月31日まで)

に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、東京鋼鐵株式会社の平成25年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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